
千葉県月例経済報告
（令和２年2月）

千葉県商工労働部経済政策課

令和2年3月３日

県内経済の基調判断

1

総 合 判 断

県経済は、堅調な雇用環境を背景に回復基調にあるものの、消費税率引上げに伴
う反動減や、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、一時的に足踏みしてい
る。

前月からの判断変更

個 人 消 費 鉱 工 業 生 産

住 宅 投 資 企 業 景 況 感

設 備 投 資

公 共 投 資

雇 用

消 費 者 物 価

＜個別判断＞

回復基調にあるものの、消費税率引上げに伴う反動減や、
新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、一時的に足踏
みしている

持ち直している。

減速している。

悪化しており、特に非製造業の先行きは慎重
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引き締まっているものの、一時的に弱い動き
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（参考）景気の波及の流れ
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鉱 工 業 生 産

引き締まっているもの
の、一時的に弱い動き

雇 用回復基調にあるものの、消費税
率引上げに伴う反動減や、新型
コロナウイルスの感染拡大に伴
う外出自粛の影響により、一時

的に足踏みしている

個 人 消 費

持ち直している

設 備 投 資

悪化している

住 宅 投 資

下げ止まっている

公 共 投 資

需要側

供給側

悪化しており、特に非製造業の
先行きは慎重さが増している

企 業 景 況 感
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※青色は上昇基調、赤色は低下基調、黄色は
横ばい（または下げ止まり等）を示している。
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個人消費 ～回復基調にあるものの、消費税率引上げに伴う反動減や、新型コロナウイルスの
感染拡大の影響により、一時的に足踏みしている～

財及びサービスの消費を包括的に把握できる地域別消費総合指数について、前月比は9月＋3.9％、３か
月移動平均では9月＋1.0％と上昇した。2017年頃から概ね上昇傾向にある。

2019年10月の消費税率引き上げに伴い、2019年10月以降は自動車販売を中心に一時的に反動減が発生
しているものの、2020年1月時点で消費の伸びや消費者マインドの回復を確認でき、総雇用者所得の伸
びを背景に、反動減から持ち直しの動きがみられる。

ただし、2月以降は新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、消費者マインドが急速に悪化する等、一
時的に足踏みしている。
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地域別消費総合指数（千葉県）（実質・季節調整値）(2012年=100)

2014年4月

消費税率引上げ（5％→8％）2008年10月

リーマンショックによる落ち込み

前月比
実質・季節調整値

３ＭＡ

2019年7月 ▲2.8％ ▲1.0％

8月 ＋1.8％ ▲0.7％

9月 ＋3.9％ ＋1.0％2011年3月

東日本大震災

※３ＭＡとは、後方3か月移動平均値。

（資料）内閣府「地域別消費総合指数」

地域別消費総合指数は、「全国消費実態調査（2009年）」の千葉県の消費構造を基礎とし、各
項目を代表する指標の月次変化率から、総合的な消費水準の変化を指数として表現するも
の。

※2011年12月以前は、旧基準系列が2012年平均=100となる変換率を決定し、現行基準の各月指数=旧基準の各月指数×変換率として算出。
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小売業販売額（千葉県）の季節調整値（※2）
(億円)

６業態合計

百貨店・スーパー

※1 ６業態とは、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターのこと。

実質消費支出（千葉市）の季節調整値（※2、4）
(2015年=100)

※4 実質消費支出＝名目消費支出÷（消費者物価指数「持ち家の帰属家賃を除く総合（2015年=100）」×100）。

小売業販売額（６業態合計）の前月比は、1月＋0.4％と前月より上昇。

実質消費支出の前月比は、12月▲22.6％と前月より低下。

（資料）経済産業省「商業動態統計」、総務省「家計調査」「消費者物価指数」

(億円)

※黒線は後方3カ月移動平均

（右軸）

（左軸）

※2 季節調整は、経済政策課作成。なお、６業態合計の季節調整は、時系列データの蓄積が少ないため、2016～2018年の季節性を、全月次データ
に適用している。

前月比
6業態・季節調整値

３ＭＡ

2019年11月 ＋1.3％ ▲1.１％

12月 ▲0.9％ ▲3.9％

2020年1月 ＋0.4％ ＋0.2％

※3 ３ＭＡとは、後方3か月移動平均値。

前月比
実質・季節調整値

３ＭＡ

2019年10月 ▲33.4％ ▲3.1％

11月 ＋40.2％ ＋5.0％

12月 ▲22.6％ ▲10.7％
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季節調整値

個人消費 「新車販売台数」

高額な耐久消費財の代表格である新車販売台数の前月比は、1月＋0.9％と前月より上昇。

2019年10月の消費税率引き上げに伴い、反動減が発生している。
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新車販売台数（千葉県）の季節調整値（※2）(台)

※1 新車販売台数は、軽自動車を含む。

指標をよみとく手法

✔指標の動きは、原則として「季節調整値」の前月比でつかむ
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(2015年=100) 鉱工業生産指数（千葉県）

指標の原数値には、稼働日数やイベントなど季節変動があるの
で、単純に前月比をみることはできない。統計的手法により季節変
動を取り除いた「季節調整値」であれば、「前月比」で足元の指標の
動きを迅速に把握できる。

季節調整値の公表がない指標は、「原数値」の「前年同月比」で、
季節性を除くことができる。ただし、前年との比較になるため、足
元の指標の動きを迅速に把握できない。そこで、前年同月比の変化
幅（※上図で原数値の前年同月比をみると、2009年5月▲19.3％、6
月▲13.3％であり、変化幅＋5.9％ｐｔ。改善と評価できる）で足元の
指標の動きを把握する。

✔「季節調整値」がない場合、「原数値」の前年同月比の変化幅で

つかむ。

2009年4月から水準の上昇に転じたが、
原数値の前年同月比では、以後もマイナス
のままになってしまう。

（資料）（一社）全国軽自動車協会連合会「軽四輪車県別新車販売台数」、

（一社）日本自動車販売協会連合会千葉県支部「新車販売台数概況」

※2 季節調整は、経済政策課作成。

前月比
季節調整値

３ＭＡ

2019年11月 ＋19.0％ ▲4.0％

12月 ▲5.5％ ▲6.4％

2020年1月 ＋0.9％ ＋4.1％

※3 ３ＭＡとは、後方3か月移動平均値。



7,800

8,000

8,200

8,400

8,600

8,800

9,000

9,200

9,400

ⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢ

2008 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

季節調整値
季節調整値の2四半期移動平均

個人消費 ～総雇用者所得は伸びが継続。消費者マインドは急速に悪化した～

消費を下支えする実質総雇用者所得（千葉県）の前期比は、2019年10-12月期＋1.1％と上昇。

消費者マインドを示す消費者態度指数は、2月38.7ポイントと前月より低下。

2019年10月以降の消費者マインド（今後半年の見通し）は消費税率引き上げの影響から回復しつつあった
が、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、2月に悪化した。

実質総雇用者所得（千葉県）の季節調整値（※2）
(億円、2015年物価基準)
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消費者態度指数（関東）

（二人以上世帯、原数値）
(指数)

消費者態度指数
前月差

2019年12月 40.1pt ＋0.8pt

2020年1月 40.4pt ＋0.3pt

2月 38.7pt ▲1.7pt

※消費者態度指数は2013年3月以前は訪問留置調査、同年4月
以降は郵送調査の数値。結果の不連続が生じる。

（資料）総務省「労働力調査」「消費者物価指数」、千葉県「毎月勤労統計調査」、内閣府「消費動向調査」

消費者態度指数は、「暮らし向き」「収入の増え方」「雇
用環境」「耐久消費財の買い時判断」に関して、標本世
帯に今後半年間の見通しを調査し、指数化したもの。
個人消費に対して先行して動くことが多い特徴がある。
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※2 季節調整は、経済政策課作成。

※1 実質総雇用者所得＝（雇用者数）×（一人当たり現金給与総額）×［100÷
（消費者物価指数（帰属家賃を除く総合、2015年=100）］として算出。なお、
千葉県の雇用者数は公表値がないため、下式により試算した値。
雇用者数＝（就業者数）×（南関東の就業者数対雇用者比率）。

前期比
実質・季節調整値

２ＱＡ

2019年4-6月 ＋1.0％ ＋0.9％

7-9月 ＋2.3％ ＋1.6％

10-12月 ＋1.1％ ＋1.7％

※3 ２ＱＡとは、後方2四半期移動平均値。
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住宅投資 ～悪化している～

新設住宅着工戸数の前月比は、 1月▲21.0％と前月より低下。

持家は概ね横ばい。貸家、分譲は低下した。

駆け込み需要が発生する前の2018年夏頃の水準を下回るまで減速し、悪化している。2月以降は、新型コ
ロナウイルスの感染拡大の影響により、持家着工をはじめ、一段と悪化する可能性がある。

※消費税率引き上げに伴う経過措置として、工事請負契約が2019年3月末までに完了していれば、引き渡し時点に関わらず消費税率8％が適用
されるため、持家（注文住宅）を中心に2018年秋頃から2019年3月頃にかけて、工事請負契約及び着工の駆け込み需要が発生した。
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住宅着工戸数（千葉県）

（季節調整値※1）

(年率：万戸)

季節調整値
前月比

総戸数
持家 貸家 分譲

2019年11月 ▲26.7％▲20.6％▲33.0％▲29.9％
12月 ＋31.0％ ＋9.5％ ＋31.9％＋43.4％

2020年1月 ▲21.0％ ＋0.2％ ▲3.1％▲48.3％

（資料）国土交通省「住宅着工統計」

持家

分譲

貸家

利用関係別住宅着工戸数（千葉県）

（季節調整値※1の後方3カ月移動平均）

(年率：万戸)

※1 季節調整は、経済政策課作成。年率換
算＝各月の季節調整値×１２．

利用関係別は、建築主が自分で居住する目的で建築する「持家」、建築主が賃貸する目的で
建築する「貸家」、建売または分譲の目的で建築する「分譲」（一戸建ての建売住宅や分譲マ
ンションなど）に分類される。「分譲」「貸家」は、１棟あたり100戸以上の建築となるケースもあ
り、着工戸数が大きく変動しやすい。住宅着工は、少し長めの傾向で把握する必要がある。

駆け込み需要

駆け込み需要
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設備投資 ～持ち直している～

建築物投資を把握できる着工床面積の前月比は、 1月▲67.3％と前月より低下。

県内企業の設備投資計画の前年比は、2019年度＋28.5％と、前年度を上回る見通し。
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建築着工床面積・非居住用（千葉県）の季節調整値（※1）
(万㎡)

県内企業の設備投資計画

（前年度比）

2019年度

全規模・全産業 28.5

大企業 29.8

中堅企業 ▲5.3

中小企業 8.8

製造業 18.1

非製造業 29.6

(％)

（資料）国土交通省「建築着工統計」、財務省関東財務局千葉財務事務所「法人企業景気予測調査（2019年10-12月期調査）」

※1 季節調整は、経済政策課作成。

設備投資には、大きく「機械設備投資」「建築物投資」「ソ
フトウェア投資」が存在する。
このうち、建築着工床面積・非居住用は「建築物投資」の
動向を把握できる。なお、建築主が国等の建築物も含ま
れることに、留意が必要。

前月比
季節調整値

３ＭＡ

2019年11月 ＋30.2％ ＋11.8％

12月 ＋22.8％ ＋35.0％

2020年1月 ▲67.3％ ▲12.2％

※2 ３ＭＡとは、後方3か月移動平均値。
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公共投資 ～下げ止まっている～

公共工事請負額の前月比は、1月＋7.7％と前月より上昇。

なお、3か月移動平均は1月▲1.7％と前月より低下。
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(億円) 公共工事請負額（千葉県）の季節調整値（※1）

（資料）東日本建設業保証株式会社他２社「公共工事前払金保証統計」

※1 季節調整は、経済政策課作成。

前月比
季節調整値

３ＭＡ

2019年11月 ▲5.4％ ▲1.1％

12月 ▲6.7％ ＋5.7％

2020年1月 ＋7.7％ ▲1.7％

※2 ３ＭＡとは、後方3か月移動平均値。



鉱工業生産 ～減速している～

鉱工業生産指数（季節調整値）の前月比は、12月＋0.5％と低下。

出荷・在庫ギャップは3か月ぶりにプラス（在庫積み増し局面）に転じた。出荷が3か月連続で前年を下回り、
在庫は2か月連続で前年を下回った。在庫の減少が続けば、生産は持ち直す可能性がある。

また、2019年9月以降に本県に上陸した台風15号及び台風19号や、10月25日大雨被害により、県内の一部
企業で生産停止が発生した。9月以降の生産は一時的に落ち込んでいる。
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出荷・在庫ギャップ（千葉県）(％ポイント)

※出荷・在庫ギャップ＝出荷（原数値の前年同月比）－在庫（原数値の前年同月比）。出荷・在庫ギャップ（％ポイント）がプラスであれば、「在庫
積み増し局面」を示し前向きな動きと判断できる。マイナスであれば、「在庫調整・在庫減らし局面」を示し後ろ向きの動きと判断できる。

在庫（前年比）

出荷（前年比）

出荷・在庫ギャップ（折れ線）

（資料）千葉県「鉱工業指数」

企業景況感 ～悪化しており、特に非製造業の先行きは慎重さが増している～

中小企業（全産業）の業況判断ＤＩ（季節調整値）は、2019年10-12月期▲23.9ポイントと前期より悪化。

売り場責任者等の現場の景況感である景気ウォッチャー調査（現状判断）は、1月44.7ポイントと上昇。

一方で、先行き判断は1月45.2ポイントと4カ月ぶりに低下。景気ウォッチャー調査は主に小売業・サービス
業（非製造業）の景況感を反映しており、非製造業の景況感の先行きは慎重になりつつある。
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景気ウォッチャー調査（南関東）

（季節調整値）

(ＤＩ)

先行き判断ＤＩ

現状判断ＤＩ
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中小企業の業況判断ＤＩ（千葉県）（季節調整値）(ＤＩ)

ＤＩ
現状
判断

先行き
判断前月差 前月差

2019年11月 40.9 ＋2.9 45.8 ＋0.7
12月 40.6 ▲0.3 46.7 ＋0.9

2020年1月 44.7 ＋4.1 45.2 ▲1.5

ＤＩ
全産業 製造業

前期差 前期差
2019年4-6月 ▲18.4 ＋2.1 ▲19.6 ▲2.6

7-9月 ▲17.4 ＋1.0 ▲11.6 ＋8.0
10-12月 ▲23.9 ▲6.5 ▲16.7 ▲5.1

製造業

全産業

（資料）（独）中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」、内閣府「景気ウォッチャー調査」

景気ウォッチャー調査は、「今月の身の回りの景気は3か月
前と比べて良くなっているか」「今後2～3ヵ月先の身の回
りの景気は今月と比べて良くなるか」を調査し、指数化し
たもの。改善と悪化が拮抗した場合はＤＩ値50となる。

業況判断ＤＩは、経営者へのヒアリングをベースとし、前期
比で「好転」と回答した企業比率から、「悪化」と回答した
企業比率を引いて、指数化したもの。好転と悪化が拮抗し
た場合はＤＩ値０となる。



企業景況感 ～倒産件数は、おおむね横ばい～

倒産件数（12か月移動平均）の前年同月比は、1月＋4.3％（22件）と前月から上昇。

現在の水準（24件以下）は、1991年以来の低水準。
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(件数)

倒産件数（千葉県）

（後方１２か月移動平均）

原数値

後方12か月移動平均

前年同月比
倒産件数

１２ＭＡ
2019年12月 ＋26.3％ ＋2.6％

2020年1月 ＋7.7％ ＋2.8％

2月 ＋55.6％ ＋4.3％

※１２ＭＡとは、後方１２か月移動平均値。

（資料）株式会社東京商工リサーチ千葉支店「千葉県内企業倒産状況」

雇用情勢 ～引き締まっているものの、一時的に弱い動き～

有効求人倍率は、1月1.26倍と前月より低下。完全失業率は、1月2.3％と前月より上昇。

1月からハローワークのシステム変更により、求人票と公開方法が変更された。様式変更により記載すべ
き情報量が増えたことで、一時的に新規求人数（併せて有効求人数）が減少した。新型コロナウイルスの
感染拡大に伴う企業活動の停滞は、主に２月以降の新規求人数に影響を与えると想定され、有効求人数
の低下により、有効求人倍率は一時的に一段と低下する可能性がある。

ただし、雇用情勢は引き続き引き締まっている。
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有効求職者数、有効求人数、新規求人数（千葉県）

（季節調整値）
(万人)

有効求職者数

有効求人数

新規求人数

有効求
人倍率

完全
失業率

2019年11月 1.29倍 2.2％
12月 1.30倍 2.0％

2020年1月 1.26倍 2.3％

2020年1月 人数 前月差
有効求職者 66,026人 ＋1,198人
有効求人数 82,893件 ▲1,253件
新規求人数 26,514件 ▲3,760件

※1 有効求人倍率＝月間有効求人数÷月間有効求職者数。なお、新規求人数は有効求人数（または有効求人倍率）の先行指標。

（資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」※2 求職票・求人票の有効期限は、申込日の翌々月末まで。
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雇用情勢 ～実質賃金は伸びている～

現金給与総額（一人当たり名目賃金）の前年同月比は、12月＋7.1％。

消費者物価でデフレートした実質賃金の前年同月比は、12月＋6.1％と前月から上昇。

なお、所定内給与（基本給）は12か月連続で増加している。

14

名目賃金・実質賃金（１人当たり。前年同月比）と寄与度（千葉県）

(％)

物価変動要因

実質賃金

特別給与（ボーナス等）所定内給与（基本給）

所定外給与（残業手当等）

名目賃金

1２月の名目賃金：＋7.1％

・所定内給与 ＋2.3％

・所定外給与 ▲0.5％

・特別給与 ＋12.5％

（各項目の前年同月比）

1２月の実質賃金：＋６．１％

（資料）千葉県「毎月勤労統計調査」

消費者物価 ～緩やかに上昇している～

消費者物価（生鮮食品除く総合）（コアＣＰＩ）の前年比は、1月＋0.7％。

2019年10月に消費税率が引き上げられたものの、軽減税率の導入や、幼児教育・保育無償化の実施、携帯
通信料金の値下げの影響等により、消費者物価の上昇は抑制されている。

なお、2017年3月以来、上昇が続いている。
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消費者物価（生鮮食品除く総合、前年同月比）と寄与度（千葉市）(％)

その他：

＋0.1％

食料品（生鮮除く）：

＋0.6％

エネルギー：

＋0.0％

前年同月比
生鮮食品
除く総合

総合

2019年11月 ＋0.4％ ＋0.6％
12月 ＋0.5％ ＋0.7％

2020年1月 ＋0.7％ ＋0.7％

※寄与度＝（各項目の前年同月比）×（各項目のウエイト）÷（生鮮食品除く総合のウエイト）。

（各項目の寄与度）

（資料）総務省「消費者物価指数」

コアＣＰＩ（生鮮食品除く総合）



2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

2008 2009 2010

金融 ～銀行貸出の伸びは、趨勢的に減速しつつある～

銀行貸出残高の前年同月比は、1月＋1.8％と前月から横ばい。
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銀行貸出残高（千葉県）の前年同月比
(％)

後方移動平均

✔数値の変動が激しい指標は、後方移動平均値で、傾向をつかむ

原数値

3か月後方移動平均

新設住宅着工戸数（千葉県）

移動平均とは、単月の数値だけでなく、複数月の数値の平均値
を算出することで、数値変動を滑らかにして傾向を把握する手法。

（例）2008年12月の3か月後方移動平均

＝（10月値＋11月値＋12月値）÷３

(戸)

7か月後方移動平均

実質と名目

✔一部指標は物価変動の影響を除く「実質値」で、傾向をつかむ

16

物価上昇により名目値（取引される金額）が増えても、経済実態
は改善していない場合がある。一部指標は、価格水準を固定した実
質値（取引される量）の動きで傾向を把握する。

実質値の伸び率＝（名目値の伸び率）－（物価上昇率）

前年同月比 原数値
2019年11月 ＋1.7％

12月 ＋1.8％
2020年1月 ＋1.8％

（資料）日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」

（参考）各種経済報告等

内閣府「月例経済報告（令和2年2月）」 財務省千葉財務事務所

「県内経済情勢（令和2年1月）」

17



（参考）2019年10-12月期ＧＤＰ（1次速報）

実質ＧＤＰ成長率（季節調整済）は、前期比▲1.6％（年率▲6.3％）と5四半期ぶりのマイナス成長。

内訳をみると、国内需要（内需）は前期比寄与度▲2.1％と5四半期ぶりのマイナス寄与となった一方、海
外需要（外需）は前期比寄与度＋0.4％と3四半期ぶりのプラス寄与となった。

内需項目では、政府消費、公共投資が増加した一方、個人消費、住宅投資、設備投資が減少した。

外需項目では、輸出が2四半期連続のマイナス、輸入が3四半期ぶりのマイナスとなった。輸入の減少は
ＧＤＰにプラス寄与となるため、外需寄与度はプラスとなった。
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個人消費 住宅投資
設備投資 民間在庫
公需 外需
実質ＧＤＰ

実質ＧＤＰ成長率（前期比）の寄与度(％)
外需寄与度：＋0.4％ｐｔ

設備寄与度：▲0.6％ｐｔ

在庫寄与度：＋0.1％ｐｔ

公需寄与度：＋0.1％ｐｔ

消費寄与度：▲1.6％ｐｔ

住宅寄与度：▲0.1％ｐｔ

国内需要は、①民間需要（個人消費、設備投
資、住宅投資、在庫変動）、②公的需要（公共投
資、政府消費、公的在庫変動）から構成される。
海外需要は、「純輸出＝輸出ー輸入」で構成

される。国内景気が悪化し、輸入が減少する
と、海外需要にはプラス寄与となることに注
意が必要。

ＧＤＰの構成項目

（資料）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

※四半期別ＧＤＰは、四半期終了の1か月半後頃に1次速報として、2か月半後頃に2次速報として、公表される。2次速報は、１次速報時点では不
足していた基礎統計を反映したものであり、特に「設備投資」の数値が1次速報値から変動する傾向がある。

（参考）日銀短観による全国企業の動向

業況判断ＤＩ（2019年12月調査）は、大企業・製造業で＋0％ptと4四半期連続で悪化。大企業・非製造業で
＋２0％ｐｔと悪化した。先行きは、大企業・製造業で横ばい、大企業・非製造業で悪化となった。

設備投資計画（全規模・全産業）は、2019年度は前年度比＋3.3％。2018年度の投資計画に比べると慎重
な内容となっている。
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業況判断ＤＩ
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設備投資計画の前年度比

(％)

2018年度

2015年度

2017年度

2014年度

2016年度

2019年度

（資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」 ※2014年度・2017年度は、調査対象企業の見直しに伴い一部不連続。

先行き

大企業・非製造業

大企業・製造業

中小企業・製造業

中小企業・非製造業

業況判断ＤＩは、民間企業への調査をベースとし、会社の業
況が「良い」と回答した企業比率から、「悪い」と回答した
企業比率を引いて、指数化したもの。「良い」と「悪い」が
拮抗した場合はＤＩ値０となる。

設備投資計画は、特に中小企業で事前に策定していない企業
が多く、投資時点で設備投資額に計上されるため、翌年３月調
査まで上方修正され、その後の実績で下方修正される傾向が
ある。修正されることを織り込んで判断する必要がある。

(翌年3月） (翌年6月）



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（参考）移動平均法による季節調整

指標には季節変動があり、特に個人消費は、ボーナス月やクリスマス等のイベントで大きく変動する。

周期的な季節変動を統計的手法で抽出し、原系列から季節変動を取り除いた計数を季節調整値という。

季節調整の際に、総務省等の統計作成機関が一般的に使用する手法は「X-12-ARIMA」という手法だが、
外れ値調整、曜日調整、うるう年調整など、処理が複雑。

ここでは、より簡易な「移動平均法」による季節調整を行うこととし、概要を下記に説明する。

20（資料）有馬帝馬著「入門 季節調整」

１．基本構造

原系列＝TC × Ｓ × Ｉ
ＴＣ ： 傾向変動（Trend）×循環変動（Cycle）

※趨勢的なトレンドと、1年を超える循環変動だが、ここでは
「トレンド要因」としてまとめて「ＴＣ」とする。

S : 季節変動（Seasonal）
Ｉ ： 不規則変動（Irregular）

季節調整では、原系列から「Ｓ」のみを取り除く処理を行う。

２．具体的手法

ステップ① 1年間の移動平均値を算出する（ＳとＩが除去され、TCのみとなる）

12か月移動平均を作成すると、意味する時点は、6.5月の数値となる。

ステップ② 移動平均を中心化する

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

6.5月時点の移動平均値と、7.5月時点の移動平均値（※ステップ①を2
月～翌1月で行う）の平均値により7.0月時点の移動平均値を作成する
（中心化）。

ステップ③ 季節指数（不規則変動含む）を算出する。

季節指数＝原系列÷中心化移動平均
＝（TC × Ｓ × Ｉ ）÷（TC ）＝Ｓ × Ｉ

各年各月で季節指数（不規則変動含む）を算出する。

ステップ④ 複数年データで季節指数を平均する。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

Ｔ年

（Ｔ＋１）年

（Ｔ＋2）年

複数年データを平均することで不規則変動（Ｉ ）は除去さ
れ、季節変動（S ）のみとなる。
ここでは、異常値に平均値が引っ張られることを回避す
るため、5年トリム平均（データ群から最高値・最低値を除
いて平均）とした。

ステップ⑤ 季節調整値を算出する

季節調整値＝原系列÷季節指数
＝（TC × Ｓ × Ｉ ）÷（Ｓ ）＝TC × Ｉ

なお、ステップ④が１年ごと更新のため、当該年の季節指数
が算出できない。そのため、足元の季節指数欠落分は前年
の季節指数を引用することとする。


